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世界標準化としてのＩＳＯ国際規格についての考察 
高橋 莞爾 
 
 
はじめに 
 今日、世界の「標準化」といえば、グローバルスタンダードとして、全世界に展開している「ＩＳＯ（国際標準化
機構）国際規格」がその代表である。そのＩＳＯの発展過程をマネジメントシステム規格について整理し、制定
順に、第一世代（品質9000）、第二世代（環境14000）、第三世代（社会的責任26000）と区別して考察する。 
グローバル化が進む中で、ＷＴＯ/ＴＢＴ協定にもあるように国際取引の促進という観点から、国際標準の重要
性はますます高まっている。また、地球環境問題、セキュリティの問題、健康安全の問題、最近では社会的責
任等、世界的枠組みで取り組むべき標準のテーマが数多く出ており、国際標準に対する期待が高まっている。
「標準化」は、製造業を中心としてきた初期の活動から、マネジメントシステム、製品認証などによるサービス
産業への拡大に加えて、国際標準化、技術協力、多国間・地域貿易協力などグローバルに大きく展開してい
る。本稿では、最近、通常のほぼ2倍の規格制定期間を要し、「持続可能性の原則」のコンセンサスを得て、
ついに、ＩＳＯ26000(社会的責任)を制定したＩＳＯ（国際標準化機構）を中心に、世界的枠組みの標準化につ
いて考察する。 
 
第１章 国際標準とは 
 
第１節 国際標準化と国際規格 
 ＩＳＯ（国際標準化機構）（1）とＩＥＣ（国際電気標準会議）（2）は、“標準化”(standardization)を「現実の、また
は潜在する問題について、共通に繰り返して利用する“規定”(provision)を制定する活動で、与えられた条
件下でその指令を最適の段階までに到達させることを目指す」と定義している（3）。 
 さらに、この“標準化”活動について、“規格”(standard)を作成して発行し、それに書かれた内容を実施す
ることである。次に“標準化”がもたらす重要な利益について、“標準化対象”の“製品” （4）、“方法” （5）と“サー
ビス” （6）にある意図した目的に対しての適合性改善、貿易上の障害防止、および技術協力を推進することに
あると説明している。 
 標準化する目標は、① 目的との合致性(fitness for purpose):複数の標準化対象が所定の目的を果たす
能力、② 両立性(compatibility): 複数の標準化対象が相互に悪影響を与えずに、ともに同じ要求事項を
満たしながら、使用できる状態、③ 互換性(interchangeability):ある標準化対象が同じ要求事項を満たし
ながら、別の標準化対象と置き換えて使用できる状態、④ 多様性の調整(variety control):大多数の必要
性を満たすために、標準化対象を最適な数に選択、であり、個々の標準化対象の特性を考慮して規格を制
定することである。 
 “ 標 準 化 ” は 、 地 理 上 、 政 治 上 ま た は 経 済 上 の 側 面 か ら 、 ①  国 際 標 準 化 (international 
standardization) 、 ② 地 域 標 準 化 (regional standardization) 、 ③  国 家 標 準 化 (national 
standardization)、④ 地方標準化(provincial standardization)(団体標準と社内標準) に分類される。 
 規格は利便性により、①基本規格(basic standard)、②用語規格(terminology standard)、③試験方法
規格(testing  standard)、④製品規格(product  standard)、⑤方法規格(process  standard)、⑥サー
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ビス規格(service  standard)、⑦インターフェース規格(interface standard)、⑧提供データに関する規格
(standard on data to be provided)に、国際規格分類（ICS: International  Classification  for 
Standards）に分類整理される。国際規格は成立過程により、デジュール規格(国家規格として採用され、法
律に準じて適用される規格、WTOと国家規格)と、デファクト規格(法的強制力はないが市場での競争力があ
り実質的に普及した規格)に分類される。 
 国際標準化活動を行う組織は、①ISO「ISO規格」 ②IEC「IEC規格」 ③ITU（7）「ITU勧告」がある。 
 
第２節 国際標準化に関する世界環境 
(1) 欧州単一市場の影響 
 1967年にＥＣ(欧州共同体)が発足し、1991年には、ＩＳＯと、1996年に、ＩＥＣとＥＮ規格(欧州規格)の整合
性が図られた。 
(2) ＷＴＯ(世界貿易機関)の影響 
 1948年にＧＡＴＴ(関税貿易一般協定)がスタートした。1995年ＷＴＯに引き継ぐ。ＷＴＯ/ＴＢＴ協定(貿易の
技術的障害に関する協定)に、「強制規格となる国家規格は国際規格を基礎に制定する。また、任意規格も
同様の処置をとる」という拘束力を持っている。 
(3) ＦＴＡの影響 
 ＷＴＯが推奨した多国間貿易協定が、途上国と先進国の意見の相違でまとまらない状態となり、1990年代
後半から世界の流れは、二国間のＦＴＡ(自由貿易協定)や限定地域内での協定のＲＴＡ(地域貿易協定)に変
わった。ＦＴＡはＷＴＯの精神を継承しているので、加盟各国はＷＴＯ/ＴＢＴ協定に関係深い国際標準化を無
視できない。 
 
 
第２章 国際標準化ＩＳＯ 
 
第１節 ＩＳＯとは 
(1) 国際標準 
 国際標準とは、国際的に受け入れられている基準やルールである。1990年代から顕著になってきた市場の
ボーダレス化、経済のグローバル化の進展、インターネットの普及、情報通信の高度化による時間的、空間的
制約の変化は社会システムを大きく変えるものである。 
 国際標準のＩＳＯは、1980年代の第一世代 (品質)、1990年代の第二世代 (環境)、2000年代の第三世代 
(社会的責任)へと発展してきた。 
 ＩＳＯとは、スイス民法第60条の非政府機関であり、加盟国162カ国(2009年現在、国際規格数 約18000
件)で構成されている国際標準化を推進する組織である。ＩＳＯの略称は、前身の機関 (ISA・万国規格統一
協会)およびギリシャ語ISOSが由来といわれている。 
(2) 設立目的 
 「物資及びサービスの国際的な交流を容易にし、知的、科学的、技術的及び経済的な活動分野の協力を 
発展させるために世界的な標準化及びその関連活動の発展を図ること」 
(3) 歴史 
 国際標準化の歴史は、約1世紀前に遡る。1906年に、電気技術の分野の標準を扱う国際電気標準会議
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(IEC)が創設された。電機以外の分野での標準化の先駆的業務は、1926年に創設された万国規格統一協
会(ISA)によって実施され、その業務は、機械工学の分野に重点が置かれていた。日本からは当時の特許標
準局の工業規格等質調査会が加入していたが、1930年代末期、戦争の脅威の増大とともに数カ国の会員が
ISAから脱退し、1942年に活動停止した。1944年に、連合軍の18カ国の国家標準化団体によって構成され
る国連規格調整委員会 (UNSCO)が、ＩＳＡの業務を引き継ぎ、戦時機関として活動した。 
 ＵＮＳＣＯは、1946年10月にロンドンで会議を開催し、「工業規格の国際的統一を促進することを目的とす
る」新しい国際機関を設立することを討議した。その結果、ＩＳＯが設置され、正式に発足した。 
(4) 組織・運営 
 国際規格(IS)は、ＩＳＯの会員団体間の合意により作成される。国際規格の原案は、専門委員会（TC）及び
それらの分科会（SC）、作業グループ(WG)の活動を通じ、必要に応じて他のＴＣおよび国際機関と連絡を取
り合いながら作成される。規格体系としては、規格範囲により、国際規格(ISO)、地域規格(CEN欧州)、国家
規格(JIS)、団体規格(JSAE自動車)、社内規格に区別される。 
 国際規格の文書は、最終国際規格原案(FDIS・TCの2/3の賛成)、国際規格原案(DIS)、委員会原案(CD)、
作業原案(WD)の4種類に分類され、通常、国際規格発行までの審議期間は3年が平均的である。 
 規格は「用語規格」(用語の定義)・「試験規格」(試験方法)・「製品規格」(製品の寸法・性能)に大別されるが、
その中で、マネジメントシステム規格は、「物」から「組織」へ規格の大革命と言える。 
 ＷＴＯ／ＴＢＴは、次の8つの国際標準化機関(ISO標準化、IEC電気、ITU通信、CODEX食品、OECD 
経済、OIE獣疫、OIML度量衝、UNECE欧州)に公式オブザーバーの地位を与えている。 
(5) 規格における「任意」と「自主」 
 規格の世界では、「任意規格」から「自主規格」への発想が必要であり、ボランタリーの意味は「守らなくても
よい、どちらでもよい」というのではなく、規制という手段を講ずることなく、主体的に企業行動を促すという強い
意志が裏付けられており、社会奉仕活動のボランタリー(自主)も社会貢献という意思が働いてこそできるもの
である。 
 
第２節 日本の参加 
 ＷＴＯ加盟国は、国内法との整合性が必要であり、日本では、国家規格としてＪＩＳ（8）（日本工業規格）が制
定されている。ＩＳＯには1国1機関に限り参加でき、会員団体(Member Body),通信会員(Correspondent 
Member),購読会員(Subscriber Member) により構成されている。日本は1952年に加盟し、常任理事国
(日、米、英、仏、露、独)である。ＪＩＳを審議するＪＩＳＣ(日本工業標準調査会・事務局は経済産業省基準認証
ユニット)が 日本代表として参加している。 
 ＪＩＳとは、工業標準化法により、日本工業標準調査会(JISC)の審議を経て大臣が制定の日本工業規格で
あり、土木・建築、機械、電気・電子、自動車など１９種類ある。ＪＩＳには、基本規格、方法規格、製品規格の３
種類ある。 
 日本のＩＳＯ関係の認証機関の組織は以下の通りである。 
（財）日本適合性認定協会（ＪＡＢ） 審査登録機関（ＪＣＱＡ，ｅｔｃ） 
  （各国１機関）   審査員研修機関（ＪＵＳＥ，ｅｔｃ） 
審査員評価登録機関（ＣＥＡＲ） 
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第３章 ＩＳＯのマネジメントシステム 
 
第１節 第一世代「品質マネジメントシステム」 
（１） 「品質」Quality Management systems：ISO 9001（JIS Q 9001）1987 
 1970年代後半の欧米諸国において、品質管理に関する国家規格が相次いで制定された。同じ目的による
ものであるが、内容の異なる規格を各国が独自に制定することは国際的な通商の障害になるので、これらの
国家規格を統合して品質管理の国際規格を作ろうということになった。1980年にＩＳＯの中に「品質管理及び
品質保証の分野における標準化」を活動範囲とする専門委員会ＴＣ176が設置された。幹事国カナダ
で、1980年5月にオタワ、その後、ベルリン、パリ、ストックホルム、プレトリア、東京などの会議を経て、1987年
3月にＩＳＯ9000シリーズが誕生した。1994年には部分的な改定が行われ、2000年には「継続的改善」を取り
入れる大幅な改定が行われた。2005年に用語の追加・修正が行われ、2008年に意図を明確にするための
修正（追補）が行われた。世界中の国々によってそれぞれの言葉に翻訳され、国家規格として採用されてい
る。 
 日本では、品質マネジメントシステムを扱った規格であり、製品や検査手順に関する技術的な内容を定めた
ＪＩＳ規格になじまないということで国家規格への採用が見送られていた。しかし、品質マネジメントシステム認
証制度を設立するためにはその基準文書となっているＩＳＯ9000シリーズが国内で公的に認められている必
要があることなどの事情を考慮し、1991年10月に完全翻訳規格ＪＩＳＺ9900～9004として制定された。(2000
年改定時ZからQへ)。現在、品質管理の世界共通の言葉になっている。 
 品質マネジメントシステムを一旦確立してしまうと、標準化・可視化に重点を置いた適用を続けているだけで
は十分な効果を得られない。改善の方法であるＴＱＭ(Total Quality Management)の積極的な活用を図る
ことが必要である。Totalとは、「顧客満足」「社会満足」「働く人々の満足」を達成することである。 
（2） 品質マネジメントシステム規格の変遷 
 1987年に制定されたＩＳＯ9000シリーズ規格は5種類である。ＭＳ規格は5年毎に見直するように規定されて
いるが、実際は今までに3回見直され、以下の通りである。 
 この改定ポイントは、同時代の国際間のトレンドが顕著に表現されたものという意味で、世界情勢の判断に
は非常に重要なサジェスチョンを与えてくれる。 
 1987年版（初版）、1.購入者からの立場 2.供給者への要求(方針管理・文書化手順・継続性改善) 3.検査
重視 4.要求事項―監査で構成され、最終検査重視の「品質保証」に重点が置かれていた。 
 1994年版、第三者審査登録 1.顧客満足度を高める 2.改善の活動を重視 3.プロセスの考え方を導入し、
「品質システム」が初めてシステム思考として採用された。 
 2000年版、 1.汎用性(製造業、サービス業、政府機関) 2.コア規格(9000・9001・9004・19011監査) 3.一
対の規格(9001・9004)  4.プロセス重視 5.顧客満足 6.トップのリーダーシップ 7.ＰＤＣＡサイクル 8.ＩＳ
Ｏ14001との両立性、 9.品質マネジメントの8原則(顧客重視・リーダーシップ・人々の参画・プロセスアプロー
チ・マネジメントへのシステムアプローチ・継続的改善・意思決定への事実に基づくアプローチ・供給者との互
恵関係)などを特徴とする改定が行われた。第4項で総括、5、6、7、8項でPDCAの構造展開、最初の要求を
徐々に細分化、プロセスアプローチ、適用除外方式、品質保証・継続的改善・顧客満足向上、アウトソースの
概念、文書化の軽減などが改定主旨であり、今回において「品質マネジメントシステム」として体系化された。  
2008年版、アウトソースなど小幅な改定が「追補」として行われた。 
（3） 登録審査員数、セクター規格など 
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 日本の2011年3月現在の登録審査員数は、合計9259名(主任審査員 2655名、審査員679名、審査員
補5925名)である。 
 セ ク タ ー 規 格 と し て 、 自 動 車 QS9000/TS16949, 航 空 宇 宙 JISQ9100, 電 気 通 信 TL9000, 食 品
ISO15161-ISO22000,医療機器ISO13485などがある。 
 
第２節 第二世代「環境マネジメントシステム」 
（1） 「環境」Environmental Management systems：ISO14001（JIS Q 14001）1996・2004 
 世界環境問題は、人類の危機「トリレンマ」(経済発展・資源エネルギー食料・環境」)・持続可能な発展・循
環型社会環境問題(地球温暖化・オゾン層の破壊・酸性雨・熱帯林の破壊・砂漠化・途上国の公害・生物多
様性)などのキーワードで表現されている。 
 その中でも、持続可能な発展(Sustainable  Development)に関しては、「世界自然保全戦略」(1980年)
において、環境と経済の両立を図るもので、「持続可能な発展のための人類の行動計画―アジェンダ21」
(1992年6月地球サミット)として制定された。Developmentは、「自然」と対峙する言葉ではなく、「発展・進
展」「より良くする」の意味を含むものである。環境問題は、加害者と被害者を明確に特定できないため、すべ
ての国、組織、個人等の人類共通の課題である。 
 環境問題については、ＣＯＰ（気候変動枠組み条約締結国会議）において政府間交渉が行われている。し
かし、毎回、1992年のリオ宣言にうたわれた「共通だが差異ある責任」の原則が途上国側から主張され、国家
の利害から歴史的責任による差異がより強く主張されると、先進国と途上国の意見対立となり、共通の責任へ
の合意を導くことはますます困難になっているのが現状である。 
 1996年9月、ＩＳＯ14001,14004が発行され、同年10月、ＪＩＳ Ｑ 14001,14004が制定された。 
 ＩＳＯ14001は「環境マネジメントシステム―仕様及び利用の手引」であり、52の要求事項（shall）が記載され
ている。ＩＳＯ14004は「環境マネジメントシステム―原則、システムおよび支援技法の一般指針」であり、要求
事項を含まない「望ましい(should)」という表現のガイド規格である。 
 特徴―すべての組織に適用、継続的改善を目指す前向きの規格、広範囲の利害関係者の要望に対応、
審査登録及び自己宣言の両方の目的のための要求事項、環境パフォーマンスには触れない基準、適切か
つ経済的な範囲での最善技術の実施に配慮(EVABAT Clause)、ISO9000シリーズと共通したマネジメント
システムの原則。 
（2） 登録審査員数 
 日本の2011年10月の現在登録審査員数は、合計7260名(主任審査員 1585名、審査員630名、審査員
補5045名)である。 
 
第３節 第三世代「社会的責任・ガイダンス文書」 
（1） ＩＳＯ26000（社会的責任に関する手引き・Guidance on social responsibility）ISO26000の基本的な
考え方 
 「社会的責任・ガイダンス文書」は、2010年11月1日に発行されたが、政府、企業、労働、消費者、NGO、そ
の他有識者の6つの代表が参加し、策定作業は99カ国、42国際機関から450人以上のエキスパートが参加し
た。ステークホルダー間や途上国と先進国間の利害・意見調整に難航し、規格の制定期間は通常3年である
が、ほぼ2倍の約5年、ＩＳＯ消費者委員会での問題提起からは約10年を費やした。これは、「社会的責任」に
「持続可能性」（9）という大きなテーマを掲げたことにより、やっと成立させることができたからである。その背景
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には、環境問題を取り扱う政府間交渉の場において、環境問題会議（ＣＯＰ）などで掲げられている国家間の
「共通だが差異のある責任」の原則が途上国サイドから主張される。国家レベルのエゴを超えて対策を実施し
なければならないことは認識できても、それを実際に行うことは容易ではない。しかし、ＩＳＯでは、組織の多様
性やその置かれたさまざまな状況の差異にも一定程度配慮すべきであっても、差異よりは「共通の責任」を、
歴史的責任よりは「未来に向けた責任」を、より重視する規格の理念に基づくというコンセンサス形成に時間を
要したのである。一歩進んだ「差異はあるが共通の責任」という理念を共有し、すべての組織参画によって課
題解決を図る必要性を優先させて成立させた（10）という論点を見逃してはならない。 
社会的責任 
 「社会的責任」とは、多分野に関連した学際的領域である。経営者は企業不祥事や企業統治として、金融
機関は社会的責任投資(SRI)として、ＮＧＯ・ＮＰ０などはその利害関係者との観点や立場から捉えているなど、
俯瞰的に捉えることが難しい。また、それぞれが、公平、公明、公正な社会の実現に向けて努力しているが、
社会的責任が時代の要請により日々発展している。情報化やグローバル化により、新しい社会システムへ変
化しており、経済一辺倒の時代から環境や社会、さらには生態系をも含んだパラダイムの変化まで含んでい
るのである。 
持続可能性 
 「持続可能性」とは、世代を超えた時間軸で発想し、企業の、社会の、さらに、地球規模の生態系という空間
軸での持続可能性を保証することである。持続可能な発展への組織の貢献を促すことを意図している。「持
続可能な発展」とは、「将来の世代の人々が自らのニーズを満たす能力を損なうことなく、今日の世代のニー
ズを満たすような発展」と定義されている。 
 「持続可能な社会」とは、「人間と自然とのかかわり」（11）と「人間と人間とのかかわり」（12）に大別される。 
ガイダンス文書の特徴 
 ＩＳＯ26000「社会的責任」ガイダンス文書の特徴は、『原則』として、「説明責任」、「透明性」、「倫理的な行
動」、「ステークホルダーの利害の尊重」、「法の支配の尊重」、「国際行動規範の尊重人権の尊重」で構成さ
れており、『中核主題』として、「組織統治」、「人権」、「労働慣行」、「環境」、「公正な事業慣行」、「消費者課
題」、「コミュニティ参画及び開発」の7項目が挙げられている。「中核主題」の中に「人権」「環境」の問題が含
まれていることが重要である。   
（2） 通産省の見解 
 窓口の通産省は、「企業が社会的公正や環境への配慮などを行い、ステークホルダー（株主、従業員、顧
客、コミュニティなど）との対話を通じて、経済的・社会的・環境的パフォーマンスの向上を目指す社会的責
任（ＳＲ）の取り組みは、我が国社会の持続的発展にとって非常に重要なことです。このような中、国際標準化
機構（ＩＳＯ）において規格策定作業が行われてきました社会的責任に関する国際規格（ISO26000）が(2010
年)11月1日に発行されました」。また、「ＩＳＯ26000では、規模及び所在地に関係なく、あらゆる種類の組織を
対象にしたもので、説明責任、透明性、法令順守、人権の尊重など社会的責任に関する7つの原則を始め、
組織の中で社会的責任を実践していくための具体的な内容等を規定しています。同規格は、それぞれの組
織の特徴に合わせて必要な部分を活用することを促すものであり、認証を目的として策定された規格ではあり
ませんが、今後、様々な組織が社会的責任を実践していくうえで、グローバルな共通テキストとして、組織の
社会的責任の実践に多くのヒントを与えるものと期待されています」(経済産業省産業技術環境局基準認証政
策課)、と報じている。 
（3） 日本における「社会的責任」の史的考察 
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 ここは、先行研究を提示するに止め、今後の研究としたい。 
土屋喬雄の視点 
 土屋喬雄は、「日本的土壌を踏まえた『日本経営哲学』は、江戸時代の商人社会の商業経営の実践の中で
自然発生的に生まれたものとみることができるのではないか。周知のごとく、現代の哲学は、その萌芽をギリシ
ャに見られる。しかし、日本では、井原西鶴や石田梅岩（13）等の人々の経営理念の中に『社会的責任』や『消
費者主権』などの理念の如き萌芽をみることもできよう。それは『営利と致富の方法論以上のもの』を論じてい
るからである。それは、経営の社会的機能、社会的役割、社会福祉増進への貢献、正しい経営理念とは、経
営の究極の目的とは何か、などが端緒的な形で含まれているからであろう。 
江戸時代をもって本格的かつ純粋と言える商業経営者が初めて出現し、同時に本格的な商業経営理念がは
じめて形成された時代という。武家学者の荻生徂徠らは商人無用論を唱えている。正しい商人道を踏んで商
売繁盛し、富を積んだ者は、『出世』であり、名誉であると西鶴は述べている。西川如見は「水は万物の下にあ
って万物を潤し養へり。町人は四民の下に位して上五等の人倫に用あり」と表現して商業の社会的有用性を
比喩的に指摘している。如見は『真の商人』と『真ならざる商人』とを区別する。『真の商人』は、高利をむさぼ
ることなく、公正・妥当な利潤をもって商売し、『国の用を達す』ものである。『真ならざる商人』とは、『手黒』す
なわち不公正な汚いやり方で商売するものである。人間社会に正邪・善悪のニ道、人間社会になぜに道徳・
倫理が生ずるかを如見は論じている。西鶴も如見も、商人社会を観察し、正邪・善悪のニ道の商人道を見、
同様二種類の商人を見たのである」（14）と論じており、江戸時代にすでに「社会的責任」の理念が萌芽してい
たとする見解を展開したい。 
小林俊治の視点 
 小林俊治は、歴史的概観について次のように論じている。「江戸時代は武士を頂点とする士農工商の身分
的差別があった。この商業蔑視論に対して、鈴木正三や石田梅岩など商人の社会的価値を主張し、その倫
理性を高める努力をした者も少なくない。商業蔑視論は明治に入り、日本も軽工業を中心に産業革命（日清
戦争前後）を経て、『物づくり』が本格的に始まると、生産物の流通を担うものとして、また、百貨店や専門店が
消費文化の担い手として認知されるにしたがい、弱まってきた。また『世間体思考の企業の社会的責任論』は、
明治国家の成立とともに『国家思考の企業の社会的責任論』に変質した。明治期に政治家・官僚主導による
『富国強兵』及び『殖産興業』以来、民間の企業活動は常に国家への忠誠と貢献を強いられてきた。 
 特に第二次世界大戦のときは、国家総力戦において、企業は原則的には、営利の追求を戦争の完遂という
国家目標のために犠牲にさせられた。戦争に勝つために政府による行政指導や規制が強化されたが、その
体制は、戦後にも、銀行に対する大蔵省の護送船団方式によるコントロールに受け継がれた。戦後６０年を経
た今日ようやく、銀行などの社会的責任などを監視、監督する金融庁が設立され、経済活動の事後規制的方
向に向かっている。また最近の企業不祥事の発覚の多くが内部告発によるものであることは注目されるべき
現象である」（15）、と江戸時代、明治時代、戦前戦後を通じて、「社会的責任」の連続性を模索しているように
見えることは興味あるところである。 
大月博司の視点 
 大月博司によれば、「わが国で企業の社会的責任に関する用語が初めて登場したのは、1950年代後半の
労働争議に際して、経済同友会が発表した『経営者の社会的責任の自覚と実践』という提言が嚆矢とされる。
これは企業が戦後の混乱からまだ立ち直っていない中で、組織化された労働側から指摘された資本家による
搾取論に対する経営側の反論を意図したものである。当時の大企業経営者の多くは、戦後処理の中で、戦
前からの経営者が一掃されたために抜擢された若手で、しかもその大半は雇われ経営者であり、労働側の主
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張するような労働者搾取という主張に対抗する理論的手段を持っていなかった。そうした中で当時紹介され
始めたドラッカーの一連の著作、『現代の経営』（1954）は、経営者たちに大きな影響を与えた。その中でドラ
ッカーが展開した企業の多元的目的論による「利益は結果である」と言う主張は、当時の通念、利益追求目
的の企業観を覆した。彼の提示した企業は社会の制度であり、利害関係者（ステークホルダー・当時はインタ
リストグループ）との良好な関係を構築、維持することによって利益がもたらされるという企業間は広く受け入
れられた。1980年代後半にバブル経済を迎える。1990年代の不祥事続発（会計操作、期限偽装）。ＣＳＲの
重要性の共通認識は広まったが内容についてのコンセンサスは十分ではない。例えば、法令順守、倫理性、
経済性、安全性、雇用確保、社会貢献、消費者保護、環境保護などが含まれる。社会から期待される企業行
動が正当性、倫理性、社会正義の基準は、時代や地域、国境を超えて共通のものであり、重要な点である。
近年、企業経営において持続可能な発展の発想が重要だと認識され、議論されている（16）」と説明している。 
経済同友会の視点 
 以上のように先行研究において、「社会的責任」の展開についての背景として、労使問題やドラッカーによる
理論武装等を取り上げ、経済同友会への評価をしていることは意義がある。経済同友会は、1955年第8回全
国大会「正しい経営理念と経営倫理の確立」を取り上げ、1956年「経営者の社会的責任の自覚と実践」を決
議した。これが「社会的責任」の嚆矢であるとするも、まだ表面的、概念的なものであったが、1970年代は、国
の内外の高度な発展から日本経済の一大転換期を迎え、「社会的責任」の実践、実施を伴う実質が問われる
時期を迎えたものである。次いで、経団連は、1973年の総会で、「社会福祉を支える経済と我々の責任」とい
う企業の社会的責任に関する提言書をまとめ、1976年提言書「企業と社会の新しい関係の確立を求めて」を
発表した。 
「社会的責任」の史的考察の範囲 
 ＩＳＯ 26000の「歴史的背景」において、「社会的責任のさまざまな側面は、19世紀後半、場合によってはそ
れ以前から、組織及び政府による行動の対象となっていたが、社会的責任という用語が広く用いられるように
なったのは1970年代前半からである。(中略) 社会的責任を構成する要素は、ある特定の時期の社会の期
待を映しだすものであり、それゆえに、絶え間なく変化する。社会の関心が変化するにつれ、組織に対する社
会の期待も、それらの関心を映し出して変化する」と解説している。 
 これは、広い意味での日本における「社会的責任」の史的考察の範囲について、前述の先行研究のように、
江戸の「心学」、明治の「殖産興業」、昭和の「社会的責任」、平成の「持続可能性」への連続性を探求する意
義を示していると捉えたい。 
 
 
第４章 その他の国際規格 
 
第１節 その他のおもなＩＳＯ規格 
（1） その他のＩＳＯマネジメント規格 
 「労働安全衛生マネジメントシステム・OHSAS 18001・18002」（ISO規格やILOガイドラインではない）、 
「情報セキュリティマネジメントシステム」「食品安全マネジメントシステムＩＳＯ22000」などがある。 
（2） ＩＳＯ/ＩＥＣガイド７１ 
 「規格作成における高齢者・障害者のニーズへの配慮ガイドライン」 2001.11は、JIS Z 8071 2003 (高
齢者及び障害のある人々のニーズに対応した規格作成配慮指針) として発行している。 
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 高齢者・障害者のニーズについてのＩＳＯ規格である。特徴としては、「アクセシブルデザイン」の言葉で表現
し、なんらかの機能に制限をもつ人々に焦点を合わせ、これまでの設計をそのような人々のニーズに合わせ
て拡張することによって、製品、建物およびサービスをそのまま利用できる潜在顧客数を最大限まで増やそう
とする設計などを含むものである。 
 ノーマライゼィション、デザインフォーオール、バリアフリーデザイン、インクルーシブルデザイン、トランスジェ
ネレーションデザインは類似しているが異なった意味合いで使われる。 
 ユニバーサルデザインはアクセシブルデザインを包含する概念で、すべての人が可能な限り最大限まで特
別な改造や特殊な設計をせずに利用できるように配慮された製品や環境の設計を指す。 
（3） 専門職大学院の認証制度（17）  
 ＩＳＯではないが専門職大学院の認証制度がある。 
 専門職大学院とは、法科大学院、教職大学院、経営専門職大学院(ビジネススクール)、技術経営(MOT) 
専門職大学院、知的財産専門職大学院、会計専門職大学院、公衆衛生専門職大学院、臨床心理専門職大
学院などがある。専門職大学院特有の制度として、認証制度がある。学校教育法第109条第3項、学校教育
法施行令第40条により、専門職大学院の教育課程、教員組織等の状況ついて、5年以内ごとに認定評価を
受けなければならない。 
 認証評価をする団体として、財団法人 大学基準協会、特定非営利活動法人ABEST21があり、基準文書
は認証評価組織が基準を用意する。認証評価はピアレビュー(peer review) （18）によって行われる。 
 大学基準協会の構成は、①氏名・目的及び教育目標、②教育の内容・方法・成果、③教員組織、④学生の 
受入れ、⑤学生生活、⑥教育研究環境の整備、⑦管理運営、⑧点検・評価、⑨情報公開・説明責任である。 
 
第２節 国際的規格・基準認証 
 国際的規格・基準認証として以下があるが、詳細は省略する。 
①計量標準（メートル条約）、②試験所認定制度、③機械安全、④ボイラ及び圧力容器の安全規格、⑤ＩＥＣ
電気機器適合性試験認証制度、⑥ＥＭＣ（電磁両立性）、⑦自動車、⑧環境規制、⑨化学物質規制、⑩医療
機器規制、⑪臨床検査室認定、⑫製品安全・ＰＬ 
 
 
終わりに 
 第一世代（品質9000）と第二世代（環境14000）は、成立から時間も経過し、形骸化、マンネリ化など、批判
的評価も出てきており、積極的見直しや統合審査など自己改革も試みられている。ただ、「見直し」による論
点およびその成果が、その時点の国際情勢のリアルな、もっとも当を得たトレンドを示唆するものに落ち着くと
いう実績を見逃してはならない。 
 一方、2010年の第三世代（社会的責任26000）は、ガイドラインではあるが、規格が成立するまでに、通常
の2倍の時間を要し、「持続可能性」の理念を取り込むことによって成立した意義は大きい。環境問題などに
おいて繰り広げられている、国単位の国際交渉において、先進国と発展途上国とのコンセンサスを得ることは
非常に難しい現状である。ＩＳＯは、世界162カ国、約18000規格数を擁し、規模、内容ともにますます充実し、
発展している。それは、「社会的責任」は、国家単位が対象ではなく、あらゆる組織が対象であることも重要な
要因である。と同時に、差異よりは「共通の責任」を、歴史的責任よりは「未来に向けた責任」をより重視する規
格の理念に基づくというコンセンサスを得て成立したことの意義は大きいことを特に評価したい。 
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 それは、「環境問題」「人口問題」「政治の安定」など、現在の世界が抱える問題解決のトレンドを示唆するも
のと考えられるからである。 
 
 
 
（1） ISO（International Organization for Standardization 国際標準化機構）。 
（2） IEC（International  Electrotechnical  Commission 国際電気標準会議）。 
（3） ISO/IECGuide2:2004の1.1。 
（4） 製品(product):手にとってみられる有形品(tangible goods)ばかりでなく、音楽のような無形品(intangible 
goods)の場合もある。 
（5） 方法(process):資源(人、モノ、金)をインプットして作業結果をアウトプットする活動のことであり、その結果をと
称する。製品設計、製作、組み立て、利用などを行うための工程やこれらの工程を維持するための“システム”
(system)も含まれる。 
（6） サービス(service):供給者と顧客の間にあるインターフェースで実行される活動で、銀行やホテルなどの業務
ばかりでなく、電力、ガス、水道のような公共事業も対象である。 
（7） ITU（International Telecommunication  Union  国際電気通信連合）。 
（8） JISとは、Japanese Industrial standards （日本工業規格）の略号。1949年制定。 
（9） 持続可能性の概念には、環境だけでなく、貧困、人口、健康、食料の確保、民主主義、人権や平和を含む。持
続可能性とは、究極的には文化的多様性や伝統的知識を重んじる道徳的・倫理的義務である（「テサロニケ宣言」
第10項目1997年）。 
（10） 関正雄「日経ＣＳＲプロジェクト」2010。 
（11） 人間と人間以外の生物あるいは無生物とのかかわり、人間と環境のかかわりである。環境が大気、水、土壌お
よび生物などの間を物質が循環し、生態系が微妙なバランスを保つことによって成り立っている。環境の回復能力
を超えた資源採取や不要物の排出などは資源の減少や環境汚染の問題を生み出す。 
（12） 将来世代の生活とのかかわり（世代間公正）や、公正な資源配分など国内外における他地域の人々とのかか
わり（世代内公正）に関するものである。現在の社会システムの構造的要因への理解、持続可能な社会システムの
在り方に関する洞察、社会づくりに必要なコミュニケーションの問題、多様な社会や文化、多様な価値観への理解
などに関するものを含む。 
（13） 石田梅岩の経営理念。 
  梅岩は、商人の機能が帝国にとって助けとなり、彼らの受ける利益が、彼らの奉仕に対する報酬に過ぎず、武士
の俸禄に比すべきものであると主張する。「士農工商、おのおのの職分異なれども、一理を会得するゆえ、士の道
をいへば、農工商に通ひ、農工商の道をいへば、士に通う」 
 彼が正直の重要性を論じ、正直という普遍的価値は、彼の思想において、最も広い意義をもっていた。正直に利
益を得ることは、繁栄へ導くが、不正な利益を得ることは、破滅へと導く。 
 「売利をうるは、商人の道なり。元銀に売るを道ということを聞かず。……商人の買利は、士の禄に同じ。買利なくば、
士の禄無して事るが如し」 
 「商人といふとも、聖人の道を知らずんば、同じ金銀を儲けながら、不義の金銀を儲け、子孫の絶ゆる理に至るべし。
実に子孫を愛せば、道を学びて、栄えることを致すべし」 
（ロバート・N・ベラー「石田梅岩」『日本近代化と宗教倫理』未来社1962） （p.199、229、233、234） 
（14） 土屋喬雄『日本経営理念史』日本経済新聞社1964(p.5、p.77)。 
（15） 小林俊治「ＣＳＲの新たな展開」『ＣＳＲ経営革新』中央経済社 2008（p.6）。 
（16） 大月博司「日本企業のＣＳＲ経営」『ＣＳＲ経営革新』中央経済社 2008（p.64）。 
（17） 山田秀「専門職大学院の認証制度」『ＪＲＣＡ ＮＥＷＳ』（Ｖｏｌ．10 Ｎｏ．2） 2011。 
（18） ピアレビューとは、論文、業績、研究、組織等を、その分野の専門家が評価すること。他の専門職大学院に所
日本における「標準化」の史的考察 （人文社会科学研究科 研究プロジェクト報告書 第217集） 
 
 - ８３ - 
属する教員や、専門職大学院での教育に携わっている専門家が、受審専門職大学院を訪問し、基準に基づき評
価し、認証評価組織が公表する。 
 
 
